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１．はじめに

United Nations（2019）によれば，インドは，13

億6,641万人を有する世界第２位の人口大国であり，

2050年には16億3,917万人の人口を擁する世界第1位

の人口大国になると推定されている２。インドは，

人口だけでなく，近年の経済成長率の高さ３等から

将来にわたる市場性が見込まれている。人口に占

める中間層の絶対数も多く，佐藤・上野（2021:24）

によると，年収10万ルピー４（約152万円換算，約

1,336USドル換算）以上の中間層は1億400万世帯，

年収60万ルピー（約912万円換算，約8,014USドル換

算）以上の中間層は780万世帯も存在している。

しかし，世界で最も多くの貧困層が存在する等，

インドが抱える貧困問題は深刻である。The World 

Bank（2016）によると，国際貧困基準１日1.9USド

ル未満で生活する人口は総人口の５人に１人，約

２億7,000万人，貧困層のうちの80%，約２億1,600万

人が農村に住んでいる。黒崎・山崎（2011）もイン

ドの貧困問題の特徴の一つとして，州間，農村・都

市間の経済的格差を挙げている。Government of India 

Planning Commission（2013）によると，１人当たり

実質消費で測った2011-12年度の貧困者比率は農村部

で25.7%，都市部で13.7%，全国で21.92%であった。

インド政府は，貧困や州間，農村・都市間の経済

的格差等の社会問題を認識し，世界で初めてCSR
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要旨

本稿では，インド農村を地域として捉え，内発的発展論に「場のマネジメント」の概念を組み込むことによ

り，その地域の内発的発展のあり方を明らかにし，インド農村の内発的発展の特徴を提示することを目的とす

る。現在インドは，経済成長を続けているものの，未だに数多くの社会的問題を抱えている。その問題の一つ

に農村・都市間の経済的格差があり，農村の貧困率は都市に比べて高い。内発的発展論は，近代の経済成長を

補完する形で登場した地域の発展のあり方を問う開発理論であり，1970年代以降，鶴見，宮本を中心に議論が

展開されてきた。また，「場のマネジメント」とは， 伊丹によって提唱された「組織の中にさまざまな場を生

み出し，それらの場を機能させていくことによって組織を経営しようとするマネジメントのあり方」を意味す

る概念である。本稿では，インドにおける農村開発の先進企業とされる「ドリシュティ社１」を事例とし，同

社の農村ビジネスによるインフォーマルな「ヨコの相互作用」の実態を「場のマネジメント」の概念から捉え，

農村地域の内発的発展の特徴を分析した。この分析を通して，同社で働く地域人材としての農村スタッフであ

る「モビライザー」が，「キー・パーソン」となり，農村内の「場」を土着の社会から生成し，つなぎ，活性

化させる一連のマネジメントを通じて，内発的発展を促している点を明らかにした。
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法（Companies Act, 2013）５を制定した。梅野（2021）

が複数の事例からその実態を明らかにしている通

り，インドの各企業は，ビジネスを通じて貧困や州

間，農村・都市間の経済的格差等の社会問題解決に

取り組んでいる。しかし，国内の人口増加が進む中

で，それらの社会問題の解決には時間を要する。ま

た，国内の経済成長の経済的恩恵が農村に行き渡る

のは，都市と比べて時間を要する。

このようにインド国内に未だ多くの貧困者が存在

し，農村・都市間の経済的格差がある現状において

は，鶴見・川田（1989:28-29）の「発展とは内側か

ら変化を導く能力にほかならず，内発的発展とは，

このような変化を統御し，創出する主体的条件の整

備，従来の発展戦略の枠を越えるもの」，との主張

は，インド農村部の内発的発展を通じて同国が抱え

る問題解決にも寄与する可能性を示唆している。そ

こで，インド農村地域の内発的な発展のあり方とそ

の特徴に着目することで，貧困や州間，農村・都市

間の経済的格差等の問題解決を後押しする可能性が

あるのではないか。

本稿では，経営理論である「場のマネジメント」

を社会問題解決に取り組むインド企業に用いて，イ

ンド農村の内発的発展の特徴を提示することを目的

とする。この目的を達成するために，本研究のリ

サーチクエスチョンは，「ドリシュティ社による農

村ビジネスはどのように地域の内発性を促し，どの

ように地域の内発的発展を促すのか」とする。また，

筆者の仮説は，「ドリシュティ社による農村ビジネ

スは地域の内発的発展を促している」である。

２．先行研究

2.1　内発的発展論

内発的発展論は，国や地域間，農村・都市間経済

的格差等が続く中で，近代的開発観に疑問を持つ団

体や研究者から生まれた概念である。国際開発学会

（2018）によると，近代的開発観とは次のようなも

のである。

①経済成長は，人々を幸せにする

② 国家が成長戦略を策定し，国民もその推進に協

力することが大事である

③ 科学技術の振興に力を入れて，そこで得られる

知識を経済成長に役立てる必要がある

1970年代の世界に目を向けると，Meadows et.al

（1972）が，『成長の限界：ローマ・クラブ「人類の

危機」レポート』を出版し，経済優先の世界に警鐘

を鳴らしていた。スウェーデンのダグ・ハマーショ

ルド財団は，1975年に『なにをなすべきか』，1977

年には『もう一つの発展』を相次いで出版し，地域

社会開発の新しいパラダイムの機運が醸成された。

鶴見・川田（1989:57）は，「内発的発展」がハ

マーショルド財団の『もう一つの発展』と同義語で

あると認めた上で，次の２点でより内発性を強調し

ている。それは，１.イギリス，アメリカ等の先発

国を内発的発展者と見なすだけでなく，後発国もま

た，内発的発展がありうること，２.特に非西欧社

会の立場から，精神的知的側面の発展，自己覚醒お

よび知的精神的創造性から人々は社会変化の主体と

なることができること，である。川勝・鶴見（2008）

にも内発的発展の新しい学問としての意義が述べら

れ，鶴見は，地域の「キー・パーソン６」が地域発

展の担い手である点も強調する等，「キー・パーソ

ン」を内発的発展の重要な概念として位置付けてい

る。この地域発展における地域人材の重要性につい

ては，清成（2010）も，内発的地域振興の文脈で，

地域へのアイデンティティを有している人物が自ら

の意志で地域振興を進めるという見方をしている。

他方，鶴見と同時期に宮本（1989）は，地域経

済の不均等発展に関心を寄せていた。松本（2017）

は，宮本の内発的発展論を，地域開発の文脈におい

て，中央集権的な政府による開発が期待通りの成果

をあげられなかった点を踏まえ，「維持可能な社会」

の実現へ向け，地域が主体的に開発に取り組むもの

として整理している。

近代的開発観に基づく経済成長は，国外や地域外

からの投資を中心に経済成長の成果の浸透に時間を

要する点を認めながらも，国際的に広く浸透してき

た。ウッズ（Woods）（2018）は，先述の近代的開

発観を近代化パラダイムと言い換え，その特徴と対

比する形で新しい農村開発パラダイムを打ち出して
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いる。（表１参照）。

新しい農村開発パラダイムは，地域外からの投資

ではなく，内発的発展を特徴とする他，近代化パラ

ダイムと多くの違いがある。特に，ウッズ（Woods）

（2018:148）「田園の様々な側面に目を向ける。そこに

は固有の社会的・文化的・環境的資源があり，多様

な発展経路を用いる可能性がある」の通り，新しい

農村開発パラダイムは，地域資源を広く捉える。地

域資源の中には，事業活動の元手となる資本も存在

し，新しいパラダイムでは，その資本の中心が金融

資本から社会関係資本となる。社会関係資本は，ソー

シャル・キャピタルとも訳され，稲葉（2007:4）は，

ソーシャル・キャピタルを「心の外部性を伴った信

頼・規範・ネットワークである」と定義している７。

一方で，ウッズ（Woods）（2018:153-154）は，内

発的発展論が，近代化パラダイムのアプローチより

も持続可能な形態であるものの，次の３つの重要な

批判が提示されてきたことを述べている。

① 構造的不利性といった根本的な問題に対処する

うえで，内発的発展で可能か疑問があること

② 地方のコミュニティが内発的発展に取り組むた

めの能力も不均等であること

③ 内発的発展は，唱道されているほど，包括的で

はない可能性があること

他方，グローバル化の影響を受け，インド農村も

変容している。澤・南埜（2006:143）が指摘するよ

うに，「グローバル化は，インド農村文化やローカ

ルな文脈に埋め込まれた『場所』を剥ぎ取り，経済

的価値という上位の空間において価値判断される新

たな意味を付与していくことにより脱領域化する

が，同時にその変化のプロセスもインド農村文化や

ローカルな文脈に再び埋め込まれ，インド農村は同

時に再領域化しているといえる。」すなわち，これ

までのグローバル化かローカル化かの二元論に留ま

らず，グローバル化を所与のものとし，その影響が

地域の文脈に落とし込まれる中で，新たなインド農

村の姿を作り出している，という変容である。

内発的発展論は，批判があるにせよ近代化パラダ

イムを補完する一つの考え方であり，現在のインド

農村の状況を踏まえても，社会問題の解決に資する

考え方としての価値を損なうものではない。宇野

（2012）は，内発的発展を「『近代』を否定しつつも

なお新たな『近代』を生み出す根本的な発想であり

内発力の評価」であるとも論じている。鶴見・川田

（1989），宮本（1989）を中心にこれまでの内発的

発展の議論はその概念に焦点を当てる研究が多く，

企業が内発的発展にどのように関わっているかを明

らかにする研究は十分とは言えない。そのため，本

稿では，インド農村でビジネスを展開する企業が内

発的発展に果たし得る役割を明らかにする。

2.2　場のマネジメント

伊丹（2005:42）は「場」を「人々がそこに参加

し，意識・無意識のうちに相互に観察し，コミュニ

ケーションを行い，相互に理解し，相互に働きかけ

合い，相互に心理的刺激をする，その状況の枠組み

のこと」と定義している。この場を生み出し，ま

た，機能させていくことによって経営しようとする

表１　近代化パラダイムと新しい農村開発パラダイムの特徴

　　　　　　  出典：ウッズ（Woods）（2018）『ルーラル　農村とは何か』p.147. 
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マネジメントのあり方が，「場のマネジメント」で

ある。場のマネジメントは，伊丹（2005:37）の「経

営についての理論や考え方として従来の教科者や理

論書に載っているものは，タテの影響を中心に組み

立てられてきた，と言っていいだろう。その一方

で，経営実務の現場では，たしかにヨコの相互作用

の大切さを考えた実践が行われてきた」という認識

を踏まえ，ヨコの相互作用を見やすくするための分

析手法である。ドリシュティ社を研究する枠組みと

して「場のマネジメント」を適用する理由は，経営

組織の階層構造を対象とした「タテの相互作用のマ

ネジメント」以外の重要性を，筆者が実施した同社

関係者へのインタビュー調査を通じて，インド農村

で認識したためである。例えば，ドリシュティ社も

参加するインド農村住民の集会では，同社スタッフ

と住民との間に経営組織の階層は存在せず，階層構

造は効果を持たない。また，ビジネスパートナーで

はあるが，タテの関係性（契約関係）では階層の下

とも考えられる農村起業家が，契約元である同社ス

タッフに対して意見具申をする機会もある。経営組

織の階層を主に捉えようとする従来の経営理論では

十分に同社が実施する農村ビジネスの実態が確認で

きない可能性がある。一方，人々の関係性，プロセ

スに着目し，ネットワーク組織のように水平で，か

つ自律的な組織構造，特にインフォーマルな「ヨコ

の相互作用のマネジメント」を重視する「場のマネ

ジメント」は，ドリシュティ社の社内ではなく，農

村全体を巻き込むビジネスの実態を把握できる可能

性を持つ。また，先述の内発的発展と関連ある稲葉

（2007）のソーシャル・キャピタルの定義，「場の

マネジメント」の基礎条件（図１参照），いずれに

も「信頼」があることから内発的発展と場のマネジ

メントの接合点もある。

伊丹（2013）や大野（2013）等は，企業内の個

人の相互作用を分析単位とするが，企業間や企業外

にも場は存在し，それらの分析単位も存在する。例

えば，伊丹・西口・野中（2000:7）では，西口と額

田は企業と企業の間のつながり方，山下は消費者と

企業の間の相互作用，企業と企業の間の相互作用を

扱っている。また，中島・二上（2015）の事例研究

では，内発的発展における島根県の「場」のマネジ

メントを分析している。このような点から，本稿で

は，ドリシュティ社が展開するインド農村を場の分

析単位とする。

図１　「場のマネジメント」の基礎条件

　　　　　  出典：伊丹敬之（2005）に基づき筆者作成
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伊丹は，図１のように，個人の側と組織の側には，

それぞれ備えるべき基礎条件があるとした。個人の

側の基礎条件には，「連帯欲求」がある。また，組

織の側の基礎条件には，「自由」，「信頼」，「基礎的情

報共有」がある。これらは，伊丹・日本能率協会コ

ンサルティング編（2010:83）が指摘しているように，

組織でしっかりと維持できるように，経営側で注意

しながらマネジメントすべきポイントでもある。

また伊丹（2005）・（2010）は，これら３つの条

件が必須要件に繋がるには，次の３つの要因を満た

すことが必要である，と述べている。

① メンバー個人の裁量行動が正当だと組織の中で

考えられていること（裁量の正当性）

② メンバー間で共通理解が生まれる可能性がかな

り高いとメンバーが考えていること（共通理解

の可能性）

③ 場での相互作用のアジェンダへの信認がメン

バーにあること（アジェンダへの信認）

更に，このマネジメントの取組みは，表２に示さ

れた５つのステップに整理できる。伊丹（2005）は，

この５つのステップは，場の中に秩序がない状態か

ら，あるいは既成秩序をまず壊す必要のある状態か

ら，ゆらぎを経て，新しい秩序が生まれてくる段階

まで進行するためのかじ取りのステップである，と

述べている。かじ取りのステップに基づく取り組み

を主導するのは，企業のマネジャーが基本である

が，本稿では，ドリシュティ社が展開する農村に居

住する地域スタッフ「モビライザー」がその役割を

担っている点を紹介する。

伊丹・西口・野中（2000）は，「場のマネジメント」

を「生成させるためのマネジメント（生成のマネジ

メント）」と，「生成した場をかじ取りしていくため

のマネジメント（プロセスのマネジメント）」の２

つから構成される，と述べている。

生成のマネジメントでは，モノが生む場（人が集

う物理的空間によって生み出される場），コトが生

む場（戦略，経営システム組織構造によって生み出

される場），ヒトが生む場（人を惹きつける魅力の

あるリーダーやそのリーダシップによって生み出さ

れる場）８，といった具体的な場が生まれるように

経営が仕掛ける「場の設定のマネジメント」と，そ

の場が自律的に生まれてくるプロセスに何らかの影

響を与えようとする経営努力である「場の創発のマ

ネジメント」が行われる。

場の設定のマネジメントでは，「第１ステップ：

場の基本要素（Aアジェンダ，B解釈コード，C

表２　かじ取りの５つのステップとそれに基づく取組み

　　出典：伊丹敬之（2005）に基づき筆者作成
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情報のキャリアー，D連帯欲求）の設定→第２ス

テップ：場の基本要素の共有への働きかけ→第３ス

テップ：ミクロマクロループのあり方への工夫」と

いった３ステップによって具体的な場が生み出され

る９。伊丹・西口・野中（2000:30）は，場の創発の

マネジメントを，「どんな場がどのような状況で出

てくるかは事前には細かくは想定できないが，しか

し場が必要に応じて生まれてくるように目配りをす

る，という経営行為」である，と述べている。

場の生成後，プロセスのマネジメントにおいて，

場の中で発生する情報的相互作用プロセスのかじ取

りを行い，そのプロセス制御のために，マネジメン

トが行われる。伊丹（2007:241）は，そのマネジメ

ントについて，「その場を生き生きと駆動させてい

くための，そこでの情報的相互作用が活発に行なわ

れるように配慮する経営の努力」である，と述べて

いる。

2.3　現地調査の概要

ドリシュティ社の協力のもと，現地調査を実施し

た（表３参照）。

現地調査において，ドリシュティ社展開先農村の

観察及び，内外関係者への半構造化インタビューを

複数回実施した。また，昨年，オンラインで共同創

業者の一人，ニチン・ガチャヤット氏に同社展開農

村への新型コロナウイルスの影響も確認した。現地

調査も踏まえ，本稿の分析枠組みとする「場のマネ

ジメント」を同社が展開する農村に適用し，農村地

域の内発的発展の特徴を考察した。

なお，同社は制約の大きなインド農村で20年以上

ビジネスを展開し，世界銀行，シュワブ財団からの

社会企業家賞受賞等で評価を得ている。また同社の

共同創業者の一人，サトゥヤーン・ミシュラ氏が掲

げる夢，「情報技術を活用した持続可能な村」とい

うコンセプト10こそ，グローバル化を前提とした内

発的発展の目指す方向であると理解し，本稿で取り

上げる適切な事例企業と判断した。

３．事例分析

3.1　ドリシュティ社が展開するインド農村

佐野他（2012）によれば，ドリシュティ社がビジ

ネス展開しているインド農村の実態は，次のような

ものである（表４参照）。インド全土には農村が60

万以上あり，そのうち10万が「中規模農村」である。

この「中規模農村」は，推計1億世帯（平均的中規

模農村数×平均世帯数）であり，ビジネス機会は年

100-120億ドルと推計される。地域発展に関係する

識字率や電化率，電話普及率，銀行口座開設率，１ヶ

月の世帯平均月収の低さ等，様々なニーズが満たさ

表３　現地調査概要

　　　　　　　出典：筆者作成
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れていない点が確認できる。

ドリシュティ社の展開重点州は，本社があるウッ

タル・プラデーシュ州，ビハール州，アッサム州の

３州である。それらの重点展開州と国内貧困率を記

載した（表５参照）。いずれの重点展開州も都市に

比べて農村の貧困率が高く，インド全土の貧困率を

上回っている。

3.2　ドリシュティ社のビジネスモデル

ドリシュティ社は，農村での公共サービスを請け

負う IT企業として2000年に創業した。創業当時は，

社員を農村に派遣し，事業を展開するモデルであっ

たが，うまくいかなかった。その経験を踏まえ，進

出先の農村起業家を介した現在のビジネスモデルへ

転換した11。現在同社は，「農村コミュニティが繁

栄を享受する力を持つ」をビジョンに掲げ，職業教

育，金融サービス，日用品卸等の多様なビジネスを

農村に展開している。創業からの20年間で，イン

ド全28州のうち10州5,000以上の農村でビジネスを

展開し，15,000人以上の農村起業家を創出した。そ

の社会性の高さやビジネスモデルの革新性等から

国内外で高い評価を得ている12。研究者の注目も集

め，Lehr（2008）は，同社の農村起業家を活用した

小規模フランチャイズモデルの特徴，加藤（2011）

は，同社の年間数百億円以上の経済効果，Desa and 

Koch（2015）は，同社ビジネスの社会性と経済性

の両立の妙を論じている。

ドリシュティ社の社員は，400名程であり，この

人数の社員で5,000村以上にビジネスが展開できる

秘訣は，同社のビジネスモデルの根幹である農村起

業家とのフランチャイズにある（図２参照）。

ドリシュティ社は，国内外における様々なビジネ

表４　インド平均的中規模農村の実態

　　　　　　 出典：佐野孝治他（2012）に基づき筆者作成

表５　ドリシュティ社の重点展開州と国内貧困率（2011-2012）

出典：Press Note on Poverty Estimates 2011-12, Government of India Planning Commission July 2013に基づき筆者作成



147インド農村地域における内発的発展の特徴

スパートナーと連携し，ビジネスに必要な資源（情

報・知識・人材）を獲得している。同社が，現在の

ビジネスモデルに辿り着き，多様なビジネス展開

が可能になった背景には，2006年の２つの出来事

の影響が大きい13。１つが他業界で23年の経験を持

つシッダルタ・シャンカール氏のCEO就任である。

もう１つがアメリカの社会的投資ファンドであるア

キュメンファンドの理事就任である。アキュメン

ファンドは同社のビジネスが，農村の経済的上位層

だけを対象にしているのではないかと指摘した。そ

の指摘を受け，同社は農村の貧困層が抱えている問

題と向き合うため，2007年から2008年にかけて農

村で大規模な調査を行った。調査の結果，農村住民

世帯の生計向上の必要性，特に多くの世帯の主要な

収入源である農業の役割を再認識した。調査結果を

踏まえ，社内で議論を重ね，①収入手段の多様化，

②ヘルスケアサービス，③金融へのアクセス，④日

用品配送の４つに取り組んだ。①の一例として，IT

を活用した農村BPO（事務作業委託）の国内外企

業からの受注によって，グローバル志向を強めた。

ドリシュティ社は，社員チームでの農村調査，研

修施設を活用した社員による住民教育を除く，ほと

んどのビジネスで展開先農村起業家に事業を委託し

てきた。フランチャイジーとなる農村起業家は，フ

ランチャイザーである同社とフランチャイズ契約を

結び，農村住民に対してパソコン教室，日用品販売，

金融等様々な商品・サービスを提供する。同社は，

農村起業家と，小嶌（2005）が整理する相互依存の

段階となり，協働を目指す関係性となる（表６参照）

その結果，ハート（2012）がそれぞれの地域の文

化や自然の多様性を尊重し，完全地元密着型のニー

ズが対応できる能力と定義する「土着力」を高めて

いる。本ビジネスモデルは外部から評価され，同社

はフランチャイズインディアホールディングス株式

会社14が選定したSocial Franchising 2017を受賞して

いる。

農村起業家は，ドリシュティ社が掲げるビジョン

への共感に加え，同社とのビジネスによる売上向上

を期待し，フランチャイズ契約を結ぶ。また，フラ

ンチャイズを通じて，農村住民は都市に行かずとも

必要な商品・サービスにアクセス可能となる。農村

起業家の雇用機会創出・収入向上，農村住民の支出

削減という点からフランチャイズは農村活性化につ

ながる。

図２　ドリシュティ社のビジネスモデル

　　　　　  出典：加藤徹生（2011）等を参考に，現地調査を踏まえ筆者作成

表６　フランチャイジングにおける組織間関係の発展プロセス

　　出典：小嶌正稔（2005）に基づき筆者作成
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多様なフランチャイズ例の中で，パソコン教室の

フランチャイズ例を紹介する。同社展開農村でパソ

コン教室の実施可能性があれば，フランチャイジー

（パソコン教室起業家）を募集する。起業家の要件

は，１.大卒資格，２.パソコンスキル保有，３.パソ

コンと教室確保であり，同社と条件を合意のもと，

フランチャイズ契約を結ぶ。同社は，起業家に教材

（テキストや修了証等）を提供する。農村住民は受

講料を支払い，パソコン教室に通う。起業家はフラ

ンチャイズ加盟料や受講料の一部を同社に支払う。

筆者がインタビューした起業家ヴィシェシュ氏は，

2007年に大学卒業後５台のパソコンで自身の教室

を開始し，更なる教室の拡大を目指し，2011年同社

と契約した。その後，４年で100名の受講者を新た

に獲得した。受講者は150名に増え，受講単価も以

前の一名平均300ルピーから平均500ルピーとなっ

た。彼は同社との契約に満足していた。

また，女性向け商店Rangoli shop（ランゴリ）15の

フランチャイズ例も紹介する。サリタ氏は，高校卒

業後，専業主婦であった。農村での起業家募集に

立候補し，候補者の中からランゴリの店主に選ば

れた。選考条件は，１.商店用の土地（建物）があ

ること，２.読み書き，計算が出来ること，３.家族

の支援が受けられること，４.経営意思があること，

５.近くに類似商店がないこと，の５つであった。

ランゴリ開店時に合わせ，同社から必要な資金と必

要な研修を受け，女性向け商店を開いた。彼女もま

た，同社との契約に満足していた。

その他に，日用品を販売する農村キオスクのフラ

ンチャイズ例もある。Naglapapri村は，人口約800名，

そのうち10-20名の家にのみ冷蔵庫があるような経

済状況である。村には１つの農村キオスクがあり，

その農村キオスク以外に日用品を扱う店はない。そ

の農村キオスクオーナー（起業家）は同社とフラン

チャイズ契約を結んでいる。インタビュー16による

と，１日約100名が来店する。キオスクの顧客１名

は，「この店には満足している。店主の人柄も良い。

唯一の希望は，お酒を置いてもらうことだ17。」と

話した。同オーナーは，１日の売上を把握していな

いものの，同社の商品を扱い始めて収入が上がった

と答えた。

3.3　ドリシュティ社の場のマネジメント

ドリシュティ社と農村起業家が協働段階を目指す

プロセスで両者をつなげ，よりよい場をマネジメン

トする重要な役割を果たすのが，地域人材としての

農村スタッフ「モビライザー」である。図３に同社

展開先農村における関係概念図を作成した。

　地域人材である「モビライザー」は，同社が農村

に提供する情報，商品・サービス，雇用機会等の価

値を農村内の価値観，規範，ルール，文化，フィー

ドバック等を勘案しながら受け止め，農村起業家，

農村世帯（住民）につないでいく。ハートが言う「土

着力」を持つ「モビライザー」の姿をより鮮明にす

るために，「モビライザー」求人の募集要項を参考

にした18。勤務場所は農村，給与は月5,000ルピー（約

7,600円換算，約66.8USドル換算），大卒資格，高い

コミュニケーション力，交通手段の保有等が採用要

件である。「モビライザー」がコミュニケーション

力を発揮する対象は，ドリシュティ社（支店），農

村起業家，農村住民の３者である。「モビライザー」

は，同社のビジネス視点を持ち業務を行う。そのプ

ロセスの様々な場で目的に応じて聞く，伝えるとい

う具体的な役割を発揮する（表７参照）。

「モビライザー」は，ドリシュティ社の一員であ

りながら農村住民でもあるという２面性において，

同社のサービスと住民生活をマネジメントしてい

る。また，月5,000ルピーはインドの給与水準から

考えると低額であり19，給与以外の動機で「モビラ

イザー」として働く人がいると推測できる。実際，

現地で出会った「モビライザー」の一人ラケシュ氏

も地元のために前職を辞めて，「モビライザー」と

して働いていた。

ドリシュティ社のビジネスモデル，農村における

関係性概念図を踏まえ，図１に基づき同社の「場の

マネジメント」の基礎条件を考察し，図４を作成し

た。

図４において，個人の側の基礎条件（個人の条件）

として，「連帯欲求」がある。ドリシュティ社を取

り巻く環境を踏まえると，この連帯欲求は，農村起
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業家・農村住民・「モビライザー」の個人的な属性

である。同社のマネジメントの視点から，連帯欲求

をもつ人材を場のメンバーに加えていくことにな

る。また，組織の側の基礎条件（組織側の条件）「自

由」，「信頼」，「基礎的情報共有」について，「『モビ

ライザー』・農村起業家への裁量」，「信頼」，「ドリ

シュティ社の可能な限りの情報公開」がある点を，

現地でのインタビューと現場観察から確認した。特

に「信頼」に関しては，同社から農村，『モビライ

ザー』から同社，農村住民（起業家）から『モビラ

イザー』（同社），それぞれの信頼が醸成されている。

本来農村におけるよそ者（外部者）である同社が農

村に展開するプロセスで，農村人材をビジネスパー

トナーとして活用することで，農村でのメンバー

シップを獲得している。獲得したメンバーシップを

拠り所に新たな場を生成し，その場の人々の情報的

相互作用に着目し，生成した場のかじ取りを行っ

ている点が極めて重要である。「モビライザー」が

「キー・パーソン」として，農村起業家・農村住民

が存在する農村の場をマネジメントし，農村起業家

は収入増，農村住民は支出減等のメリットを感じ，

同社の自農村展開を歓迎する。前述した伊丹が主張

する「場の相互作用への参加意欲」の必須要件に繋

がる次の３つの要因も満たしていると判断できる。

表７　「モビライザー」が力を発揮する場

　　出典：現地調査に基づき筆者作成

図３　ドリシュティ社進出先農村における関係概念図

　　出典：加藤徹生（2011）等を参考に，現地調査を踏まえ筆者作成
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① 「モビライザー」や農村起業家の裁量行動が正

当だとドリシュティ社内で考えられていること

② ドリシュティ社・「モビライザー」・農村起業

家・農村住民間で共通理解が生まれる可能性が

かなり高いと考えていること

③ 場での相互作用のアジェンダ（ドリシュティ社

ビジネス推進が農村に価値をもたらす）への信

認が，「モビライザー」・農村起業家・農村住民

（商品やサービス購入）間にあること

更に，同社がビジネスの方向付けをした上で，「モ

ビライザー」が具体的な場を設定・特定し，同社，

農村起業家，農村住民と場を共有し，かじ取りを行

う。共有し，かじ取りを行うプロセスで農村内に存

在する既成秩序にゆらぎをもたらす。そのゆらぎと

は，同社の場への参画が，すでにある人間関係や農

村の生活に対して良い変化をもたらすのか，もたら

さないのかという不安である。その不安が「モビラ

イザー」を中心とした対話によって和らぎ，良い変

化をもたらすと感じ，同社によるビジネス展開を受

け入れる新しい秩序が生まれる。新しい秩序の下，

「モビライザー」は，同社ビジネスが農村に定着す

るためのマネジメントをしている。その意味で「モ

ビライザー」は，コーディネーターであり，インド

農村の発展を促進するエンジンとして駆動している

ともいえる。他方，「モビライザー」の存在が，農

村住民の中で起業家の要件を持つ人材の起業を後押

しし，起業後の経営支援も様々な場を通じてマネジ

メントする点から，農村雇用を拡大し，拡大した雇

用の定着を促進しているともいえる。

3.4　ドリシュティ社展開農村地域と内発的発展の関

係性

　ドリシュティ社は創業以来，農村に焦点を当て，

ビジネスを行っている。同社のモデルを通じて，地

域人材である農村スタッフ「モビライザー」，農村

起業家それぞれの雇用を生み出し，地域の経済に貢

献している。雇用だけでなく，農村住民へニーズに

基づく商品・サービスを提供し，住民の生活コスト

削減にも寄与している。同社は，展開先予定の農村

調査を重視し，農村の市場性とビジネスの持続性を

踏まえ，展開農村を決定する。展開先決定後，同社

が農村と関係を築けているのは，4C戦略によると

図４　ドリシュティ社の「場のマネジメント」の基礎条件

　　　出典：現地調査結果を伊丹敬之（2005）に当てはめ筆者作成
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ころが大きい。4C戦略とは農村進出を４つのC（1. 

Community，2. Capacity，3. Capital，4. Channel）の

順で包括的に進める戦略のことである。それぞれ

のCを補足する。「1. Community」では，「モビライ

ザー」が中心となり同社が農村住民と良好な関係を

築く。農村ニーズ収集，対外発信，企業連携等農村

や他団体との信頼関係づくりの役割を果たしてい

る。農村との信頼関係づくりの具体的方法として，

農村内住民集会への参加や新商品・サービスの普及

啓発活動がある。「2. Capacity」では，農村起業家・

農村住民のニーズに応じた知識・スキルを同社が提

供する。「3. Capital」では，農村起業家への資金融

資や村民の資産管理を主に金融サービスの形で支え

る。「4. Channel」では，農村起業家が市場とつなが

りを持ち，生計向上支援を行う。このように同社は，

包括的に農村と関わる。その関わりを可能にするの

も，「キー・パーソン」である「モビライザー」に

よる面が大きい。同社は，農村外から農村内にアプ

ローチし，「モビライザー」を雇用する。「モビライ

ザー」が農村内外の人々の関係性をつなぎ始める。

その「モビライザー」が核となり，農村起業家，そ

の他住民を場としてマネジメントすることで，農村

内の人々の主体性が高まり，内発的発展につながっ

ていく。同社展開農村と内発的発展は，そのような

関係性がある。

４　考察

　これまでの研究を踏まえ，ドリシュティ社の「場

のマネジメント」を通じた内発的発展を分析した。

「モビライザー」は，農村に対して，下記のような

「場のマネジメント」に資する具体的役割を果たし，

同社の展開先農村の内発的発展を促進している（表

８参照）。

ドリシュティ社が内発的発展のきっかけとなり，

農村内にいる人々を刺激し，人々の一部が「モビラ

イザー」，農村起業家としてビジネスに参画する。

その他の住民も顧客として経済活動に加わる。この

ような地域経済が回る循環に住民が主体的に参画す

ることで，内発的発展を通じた農村活性化に貢献し

ている。

５　おわりに

本稿は，「ドリシュティ社による農村ビジネスは

どのように地域の内発性を促し，どのように地域の

内発的発展を促すのか」をリサーチクエッションに

定め，検討を進めた。ドリシュティ社は，農村外か

表８　かじ取りの５ステップとそれに基づく取組み

　　出典：筆者作成
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らのビジネス機会という農村との接点を通じて，農

村住民が本来持っている力（内発性）を引き出し，

農村住民が地域開発に主体的に関わるプロセスを通

じて，内発的発展を促している。また，地域人材

「モビライザー」を農村ビジネスに不可欠な存在と

して，信頼し，ビジネスを継続している。この農村

ビジネスを通じて，農村に雇用と農村住民へ適正な

費用で商品・サービスを提供できる仕組みが構築さ

れる。この仕組みを着実に実施するために，「モビ

ライザー」が内発的発展の重要な概念の一つである

「キー・パーソン」として，「土着力」の観点から，

農村の場をマネジメントしている。「モビライザー」

は高いコミュニケーション力を持ち，同社のビジネ

スに共感し，地元農村に貢献する人材である。その

ため，農村内で各種ビジネスを実施する農村起業家

に関しても，同社への心理的距離が縮まり，継続的

に同社とビジネスを行う動機につながる。更に，農

村住民にとっても同様に同社への心理的距離が縮ま

り，同社商品・サービスを利用しやすくなる。同社

の持続的成長が，展開先農村の成長につながり，農

村地域の活性プロセスに必要な要因として，「モビ

ライザー」が同社，農村起業家，農村住民それぞれ

との場を上手に生成し，つなぎ，活性化させている。

このことから，インド農村地域における内発的発展

の特徴は，ビジネスと農村を媒介する地域の「キー

パーソン」による，住民が自農村の開発に主体的に

関われる場，住民のその場への参加意欲，その場に

集う人々の相互信頼等であることが明らかになっ

た。

しかし，本稿では，残された課題もある。それは，

インド農村間の比較分析やインド農村に展開する他

企業の研究を通じた内発的発展の特徴の精緻化であ

る。ドリシュティ社展開先農村と非展開先農村の比

較，また，同社展開先農村内の個別比較ができてい

ないため，本研究は，筆者が現地で確認した事例に

基づくものに留まっている。くわえて，インド農村

でビジネスを行う他企業の「場のマネジメント」を

踏まえた研究は，その分析結果や考察を通じて，更

なる内発的発展の特徴を示唆する可能性がある。と

はいえ，企業がインド農村で行うビジネス全体に

「場」という概念を用いてその全体像を捉え，地域人

材が「キーパーソン」として内発的発展を促す鍵で

ある点を，事例から明らかにした本稿の価値は大き

いと考える。今後も研究を継続し，インド農村地域

の発展のあり方，特に内発的発展へのビジネスを通

じた貢献を軸にした農村活性研究を拡げ，深めてい

きたい。

注

１　「ドリシュティ」とはヒンディー語でビジョンもしく

は見通す力を指す。2018年１月13日ドリシュティ社幹部

スワプナ・ミシュラ氏に確認。その他同社関連情報は，

筆者が執筆した，2021年９月発行『企業と社会シリーズ

10』投稿（事例紹介・解説）「インクルーシブ・グロー

ス（IG）は企業の経営戦略として有効なのかーインド・
ドリシュティ社を中心としてー」，2021年10月発行『地

域活性研究Vol.15』研究ノート「内発的発展論からみた
BOPビジネスの農村活性化－インド・ドリシュティ社を
中心として－」にも記述している。

２　United Nations（2019）によると，2019年世界第1位の
14億3,378万人を有する中国は，2050年には14億240万人
となる見込みである。

３　堀江正人（2020）が示すように，インド経済は2014

年以降，中国を抜き，BRICsの中でも最も高い経済成長
率を維持している。

４　外務省（2021）「インド共和国 12為替レート」１ル
ピー＝1.52円（2021年11月１日），１米ドル＝74.87ルピー
（2021年11月１日）。四捨五入で換算した。

５　インドのCSR法は大企業が直近３ヵ年の純利益の２
%平均をCSR活動に充てるというものである。詳細は
Umakanth（2018）に記述がある。
６　鶴見は，市井三郎（1963）『哲学的分析』で用いた

「キー・パースン」という概念を自身の内発的発展論に

用いた。市井，鶴見他キー・パースンの表現を用いる研

究者もいるが，本研究では鍵となる人物という意味で共

通する「キー・パーソン」の表記で統一する。

７　稲葉（2007）は，人々の心に働きかけてはじめて意

味をもつという点から，心の外部性という言葉を使用し

ている。

８　モノが生む場，コトが生む場，ヒトが生む場の詳細

については次の文献を参照されたい。伊丹敬之（2007）

『経営を見る眼』東洋経済新報社，pp.238-240.
９　３つのステップの内容については，次の文献を参考

にしている。伊丹敬之・加護野忠男（2003）『ゼミナー

ル経営学入門　第３版』日本経済新聞社，pp.516-518.西
口敏宏・野中郁次郎（2000）『場のダイナミズムと企業』

東洋経済新報社，pp.27-35.
10　ミシュラ氏が掲げる夢に関わるドリシュティ社につ

いては次の文献を参照されたい。加藤徹生，井上英之

監修（2011）『辺境から世界を変える～ソーシャルビ



153インド農村地域における内発的発展の特徴

ジネスが生み出す「村の起業家」～』ダイヤモンド社，

pp.33-57.
11　加藤徹生，井上英之監修（2011）『辺境から世界を変

える～ソーシャルビジネスが生み出す「村の起業家」～』

ダイヤモンド社，pp.40-41並びに共同創業者ミシュラ氏
並びにCEOシャンカール氏へのインタビューによる。
12　ドリシュティ社Website（2021）より。「最もアジア太
平洋地域で成長の早い企業50社（デロイト社）」選出，「ク

リントン・イニシアティブ」へ招聘，アショカ財団表彰

等がある。なお，新型コロナウイルスの影響を受けなが

らも事業は継続している。都市での仕事がなくなり，農

村に帰ってきた家族への生活必需品無料配布等も行って

いる（2020年５月３日ガチャヤット氏に確認）。

13　共同創業者ミシュラ氏並びにCEOシャンカール氏へ
のインタビューによる。

14　フランチャイズインディアホールディングス株式会

社は，1999年設立のアジア最大のフランチャイズ統合コ

ンサルティング会社であり，フランチャイズとライセン

スを認証する機関である。同社Websiteより。
 (https://www.franchiseindia.com/about).
15　ドリシュティ社の新規事業開発として日本企業リ

コー社員をインド農村に１ヶ月以上派遣し，農村の実

態を理解した上で，同社とともに事業開発を行う取り組

みの成果である。2013年11月12日付日本経済新聞やCSO
ネットワーク（2014）に詳細の記述がある。

16　2015年３月14日に実施。45分のインタビュー中にも

３名が来店された。

17　ヒンドゥー教はお酒の販売場所が限られているとド

リシュティ社から確認した。

18　募集の出ていた求人サイトを参考にした。

 (http://www.sakori.org/2015/05/15/requirement-for-a-
mobilizer-at-drishtee-in-kamrup-may-2015/).
19　三菱東京UFJ銀行（2016）では，2015年のデータでイ
ンドニューデリーの非製造業スタッフの月額賃金は米ド

ルで571とある。HSBC投信（2021）のインドルピー市
場動向によると，2016年から2020年まで１米ドルは62ル

ピー～78ルピーで推移し，先ほどの月額賃金の日本円換

算で約35,000円である。参考までに2019年ドリシュティ
社の採用情報（2019年３月23日アクセス時）でのヴァラ

ナシでの給与を確認すると15,000ルピーとの表記（HSBC
投信（2021）より日本円換算21,300円）があり，給与水
準は上がっている可能性はある。それでもインド国内の

平均賃金は下回っており，高水準とは言えない。
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